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１．はじめに 

党派性が、民主主義政治体制、自由主義経済体制に与える影響に関心が集まって久しい（Bayes & 

Druckman 2021; Little 2019; Little, Schnakenberg & Turner 2022）。アメリカばかりでなく、世界各国の社

会科学者が、党派性に沿って生じる分極化の影響に関心を注いでいる (Druckman 2024; Gidengil, Stolle & 

Bergeron-Boutin 2022)。 

日本もその例外ではなく、党派性、すなわち政党支持の作用に関心が集まってきた国である。自由民主党

（以下、自民党）を中心とする政権が⾧く続いたことにより、自民党単独、あるいは同党を中心とする与党

に対する支持と他政党への支持、さらに無党派との対比は、学術的関心であるばかりでなく、実態上も重要

な社会現象となっている。そして、日本における政党支持と経済の結びつきは、多国間比較の観点からも、

類例を見ない示唆をもたらす事例を考えられてきた (Hellwig & Singer 2023; 大村 2025)。多くの研究が生

まれ、政党支持と経済の結びつきの強弱、その特性についての知見が積み重なってきた（秦 2023; Ohmura 

& Hino 2023）。 

一方で、「どの政党の支持者が最も富めるものなのか？どの政党の支持者が最も苦境にあるものなのか？」

という基盤的な問いは、いまだ十分に解明されていない。日本の選挙空間の中で、多くの所得を継続的に得

て、金融資産に恵まれてきた人たちは、どの政党を支持しているのだろうか。翻って、継続的な所得・経済

的恩恵を十分に得難い層は、どの政党への支持と結びつくのだろうか。あるいは、政党を支持することに期

待を見出せないでいるのだろうか。 

こうした問いに答えるために、本稿は、日本における政党支持の経済的基礎（Economic foundation of party 

support）を検討する。具体的に本稿では、政党支持ごとに所得と金融資産という 2 つの側面を記述的に検

証する。筆者は、2021 年から 2025 年までの 4 年間にわたって複数の調査を実施し、計 5 万以上のサンプ

ルに、政党への支持を問い、経済状況を尋ねてきた。経済状況のデータは、世帯の税引き前の年収総額（以

下、額面年収）、世帯の手取りの年収総額、株式資産をはじめとする金融資産の保有額、それらの増減率、

含み益・含み損の状態を含んでいる。これらの質問項目に対して得られた回答データを、本稿の分析で活用

する。 

なお、本稿は記述的な分析が中心となるので、「所得が多い人ほど、自民党を支持する」「金融資産が少な

い人ほど、無党派になりやすい」といったように、原因と結果の関係にアプローチすることは難しい。本稿

が推論できることは、あくまで所得状況と金融資産の保有状況が、どの政党支持が結びつきやすいかを明ら

かにすることに限られる。そうした限界を抱えるとしても、私たちが直観的に抱いている、「与党支持者は

経済的に恵まれている」「無党派層は今の経済環境に不満なのだろう」といった印象に対して、本稿の記述

的分析の知見は、一定の見通しを提供するものとなる。 
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２．データと記述的分析の説明 

本研究では、筆者が収集してきた 2021 年以降・計 13 回の調査のデータを利用する。各調査は、異なる調

査であり、全く同じ調査項目のものはない。さらに、同じ回答者に対して、継時的に調査を実施したパネル・

データも含まれていない。とはいえ、複数の調査に及ぶもことから、サンプルの総計は約 5 万以上にのぼ

る。それらのデータが含む政党支持、経済状況に関わる質問項目等は表 1 の通りである。 

 

表 䐵：本稿の分析で使うデータの一覧 

 

注：YCS は Yahoo Crowdsourcing、CM はクロス・マーケティングである。✓はその調査の中に当該のデータが含まれていたことを表す。サンプル・

サイズは、省力回答者除外後のものを指す。 

 

表 1 から全てに共通する質問は、政党支持1と所得である。日本の選挙関連の調査のほぼ全てにおいて、所

得質問は含まれてきた。しかし、それらの調査では、所得階層を選択肢の中から選ぶ回答がほとんどであっ

た。所得を 50 万円から 100 万円程度ごとに分け、複数段階からなる選択肢のうち、当てはまる階層を 1 つ

選ぶといったものである。これに対して、筆者の調査では、額面年収と手取り年収を分けて、0 万円から 3000

万円までを物差しの目盛りを移動させて回答してもらってきた（3000 万円以上は 3000 万円を選択）。これ

により、従来の所得階層ごとでの回答であれば困難であった、各グループでの所得の平均を示すことが可能

 
1 政党支持の質問文が、調査によって異なる。䐶䐴䐶䐹 年 䐵 回目から 䐸 回目、䐶䐴䐶䐸 年 䐵 回目から 䐷 回目、䐶䐴䐶䐷 年 䐶 回目・䐸 回目は「あなたはふだん、どの政党を支持しておられま

すか？」、2023 年 1 回目、2023 年 3 回目、2022 年 1 回目、2022 年 1 回目、2021 年 1 回目の各調査は「多くの人が「⾧期的に見ると、自分は△△党寄りだ」とお考えのようで

す。短期的に他の政党へ投票することはもちろんありうるとして、⾧い目で見ると、あなたは「何党寄り」と言えるでしょうか。䐵 つだけ選んでください。」である。 

データ 調査会社 政党支持 所得 株保有 株増減 サンプル・サイズ 

2025 年 1 回目 YCS ✓ ✓ ✓ ✓ 䐹,䐸䐶䐼 

2025 年 2 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐷,䐷䐼䐺 

2025 年 3 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐷,䐵䐶䐶 

2025 年 4 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐷,䐴䐷䐺 

2024 年 1 回目 CM ✓ ✓ ✓ ✓ 䐵,䐼䐸䐼 

2024 年 2 回目 CM ✓ ✓ ✓ ✓ 䐵,䐻䐻䐽 

2024 年 3 回目 YCS ✓ ✓ ✓ ✓ 䐻,䐴䐹䐷 

2023 年 1 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐵䐵,䐵䐶䐻 

2023 年 2 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐸,䐹䐼䐵 

2023 年 3 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐷,䐵䐹䐼 

2023 年 4 回目 Cint ✓ ✓ 
  

䐶,䐻䐹䐸 

2022 年 1 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐸,䐴䐶䐺 

2021 年 1 回目 YCS ✓ ✓ 
  

䐶,䐺䐶䐷 
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となる。また、調査によって、株式投資資産とそれ以外のリスク資産の保有状況（保有資産量・万円、増減

率・％、含み益と含み損・有無）を尋ねてきた。それらのデータをプールして集計したり、調査年ごとに集

計したりすることで記述的な分析を進める。 

 本稿では、記述的分析として、政党支持ごとの平均値の差の描画（一部では多群間の平均値の差の検定）、

政党支持と各種経済変数をクロスした上での記述統計を行う。これらの作業により、政党支持、あるいは無

党派性の経済的基礎を示していく。 

３．所得の側面 

図 1 は、額面年収の平均と 95 パーセントの信頼区間を政党支持ごとに描画したものであり、関連する記述

統計は表 2 に示した。まず表 2 の記述統計から、n が十分にある政党支持者のグループであったとしても、

標準偏差はかなりの程度大きく、所得の分布は、グループごとに拡散したものであることがわかる。平均値

が最も高いグループは日本保守党の支持者であり、自民党支持者がそれに続く。最も年収の平均が低いグル

ープは立花孝志氏を党首とし、NHK の語を政党名に含む政党（以下、NHK 党）への支持者であった。 

 

表 2：政党支持ごとでの額面年収の記述統計 

政党名 n 平均 標準偏差 最小値 最大値 歪度 

日本保守党 䐹䐽 䐺䐼䐹.䐻䐵䐶 䐹䐸䐶.䐽䐼䐻 䐴 䐶,䐹䐻䐴 䐵.䐶䐼䐵 

自由民主党 䐵䐷,䐴䐽䐻 䐺䐺䐷.䐻䐶䐷 䐸䐻䐴.䐺䐴䐻 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐵.䐽䐷䐶 

参政党 䐵䐺䐷 䐺䐸䐷.䐴䐼䐺 䐸䐴䐷.䐴䐸䐼 䐴 䐶,䐵䐵䐵 䐴.䐼䐽䐻 

日本維新の会 䐸,䐽䐽䐵 䐺䐷䐻.䐼䐺䐶 䐸䐷䐺.䐼䐴䐸 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐵.䐼䐻䐺 

国民民主党 䐶,䐹䐷䐽 䐺䐷䐴.䐹䐹䐹 䐸䐻䐻.䐽䐷䐺 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐵.䐽䐷䐹 

社会民主党 䐶䐶䐶 䐺䐴䐼.䐶䐵䐺 䐹䐶䐹.䐷䐺䐺 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐵.䐼䐽䐶 

立憲民主党 䐷,䐹䐺䐺 䐺䐴䐺.䐺䐷䐷 䐸䐸䐸.䐴䐺䐴 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐶.䐵䐸䐼 

れいわ新選組 䐵,䐽䐷䐵 䐹䐺䐹.䐽䐸䐴 䐸䐹䐺.䐴䐷䐺 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐶.䐸䐴䐵 

支持政党なし 䐵䐽,䐶䐺䐼 䐹䐺䐵.䐴䐷䐽 䐸䐷䐺.䐼䐻䐵 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐶.䐴䐹䐷 

公明党 䐵,䐵䐺䐽 䐹䐹䐹.䐼䐶䐸 䐸䐶䐴.䐼䐷䐹 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐵.䐼䐵䐽 

日本共産党 䐵,䐸䐼䐵 䐹䐹䐹.䐴䐻䐷 䐸䐻䐵.䐹䐸䐻 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐶.䐸䐸䐶 

NHK 関連政党 䐽䐻 䐹䐷䐹.䐻䐹䐷 䐸䐹䐵.䐻䐶䐴 䐴 䐷,䐴䐴䐴 䐶.䐴䐷䐴 

注：額面年収が 3000 万円以上の場合は、「3000」と回答してもらうようにしたため、最大値は多くの場合に 3000 で揃っている。 
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図１：政党支持ごとの額面年収（全調査のプール）

 
注：本図は、全てのデータをプールしたもとでの、政党支持ごとの額面年収の平均を表したものである。各グレーの棒線内の数値が平均を表

し、付随する I 型の棒線が 95 パーセントの信頼区間を表す。赤い点線は平均であり、点線上に記した mean が全体の平均を意味する。質問は「あ

なたの世帯の税引き前の世帯年収と手取りの年収は、だいたいおいくらぐらいでしょうか。[改行]税引き前の収入とは、一般的に「額面の収入」

と言われるものです。その額面の収入から、税金や社会保険料を引いた残りが「手取りの収入」と言われるものです。[改行]あなたの収入、配偶

者の収入、その他同居されている方の収入をすべて含めたものを、以下の物差しをスライドさせながら、おおまかに指定してください。[改行]い

ずれもが「3000 万円以上」の人は、「3000」を選択してください。」である。物差しをスライドさせながら回答してもらう形式であった。 

 

また日本保守党の支持者の額面年収の平均が最も高値となっているが、それに続く自民党支持者の額面

年収の平均は注目を要する。自民党支持者の平均は、約 664 万円に達する。他に、額面年収の上位に、日本

保守党、自民党、参政党、日本維新の会、国民民主党といった右派・保守系イデオロギーの傾向を有する政

党の支持者が位置する。政権与党の自民党と公明党の支持者であるが、両党の支持者間での年収の平均は

100 万円以上も異なっている。 

所得が上位の右派・保守系の結果に対して、れいわ新選組、日本共産党といった左派・革新系の政党の支

持者は、所得が下位に位置する。立憲民主党の支持者（約 606 万円）がおおよそ平均の付近（約 604 万円）

に位置し、社会民主党支持者の例外はあるものの、それより右派・保守寄りの政党の支持者の所得が多く、

立憲よりも左派・リベラル寄りの政党の支持者の所得が少ない傾向にある。 

さらに、自民党支持者を中心として、他党の支持者や無党派との間に所得の差がどの程度あるかを検証し

たものが、表 3 である。自民党支持者との平均の差を、多群間のテューキー多重比較検定（Tukey-HSD test）
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をもとに検証した結果となっている。自民党の平均は統計的に有意に、立憲民主党、れいわ新選組、無党派、

公明党、共産党、NHK 党よりも高い。その差は、自民党よりも他党の平均が小さいことを示唆するものば

かりである。自民党の年収の平均との間に有意な差が認められないのは、日本保守党、参政党、NHK 党の

みである。さらに、無党派である「支持政党なし」との間にも 100 万円以上に及ぶ統計的に有意な差が生じ

ており、与党支持者と無党派間の所得の違いも大きい。 

 

表 3：自由民主党と他政党・無党派との所得の平均の比較（テューキーの多重比較検定・Tukey-HSD test の結果） 

自民党との比較ペア 差 p 値 

自由民主党 - 日本保守党 -䐶䐵.䐽䐽 䐵.䐴䐴 

自由民主党 - 参政党 䐶䐴.䐺䐸 䐵.䐴䐴 

自由民主党 - 日本維新の会 䐶䐹.䐼䐺* 䐴.䐴䐸 

自由民主党 - 国民民主党 䐷䐷.䐵䐻* 䐴.䐴䐹 

自由民主党 - NHK 関連政党 䐵䐶䐻.䐽䐻 䐴.䐷䐹 

自由民主党 - 立憲民主党 䐹䐻.䐴䐽*** 䐴.䐴䐴 

自由民主党 - 支持政党なし 䐵䐴䐶.䐺䐼*** 䐴.䐴䐴 

自由民主党 - れいわ新選組 䐽䐻.䐻䐼*** 䐴.䐴䐴 

自由民主党 - 公明党 䐵䐴䐻.䐽䐴*** 䐴.䐴䐴 

自由民主党 - 日本共産党 䐵䐴䐼.䐺䐹*** 䐴.䐴䐴 

注：統計的有意性の検定は、テューキーの多重比較検定（ボンフェローニ補正）の結果に依拠する。 

 

続いて、図 2 は、調査ごとでの政党支持ごとの額面年収の平均を表したものである。図 2 から、全ての調

査で、自民党が最も高い値を記録しているわけではないが、常に上位に位置することは明らかである。また

2024 年分の調査から後、参政党を明示的に回答選択肢に含むようになって以降、参政党支持者の所得の平

均が最大となる調査回が多くなっている2。 

 このように、額面年収と政党支持との間には関係性がある。この結果のみにもとづいて、「高年収である

ことが自民党支持をもたらす／低年収であることが野党支持をもたらす」、あるいは「自民党を支持するこ

とによって、高い所得が得られる」といったように、原因と結果の関係まで推論することはできない。しか

し、自民党支持者の基盤には、年収において恵まれた経済的基礎があり、左派・革新系政党の支持者や無党

派に、そのような経済的基礎は認められないようである。では、株式投資をはじめとする金融資産の保有状

況においても、一貫して、右派・保守系の政党の資産が抜きんでるという結果になるのだろうか。 

 

 

 

 

 
2 2020 年に結党されているが、筆者が実施する調査において、2023 年以前は「その他（の政党）」の支持に含まれるように政党選択肢を設定していた。 
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図２：政党支持ごとの額面年収（調査ごと） 

 

 

注：本図は、調査ごとでの、政党支持ごとの額面年収の平均を表したものである。以下、図 1 の注を参照。 
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４．株式投資をはじめとするリスク資産の側面 

株式資産の保有額 

図 3 と図 4 は、株式資産の保有額の平均と 95 パーセントの信頼区間を政党支持ごとに描画したものであ

り、関連する記述統計は表 4 に示した。図 3 は、保有額に関する質問が含まれるすべての調査の結果をプー

ルした結果、図 4 は、調査ごとで分けた結果である。図 1 において、右派・保守系政党の支持者の所得が多

く、自民党支持者の所得が特に高かった結果とは異なり、右派・保守系政党の支持者の株式資産の保有額は

決して多いわけではない。図 4 から明らかなように、調査ごとの結果からも、一貫して特定の政党支持者の

株式資産保有額が多くはなっていない。保有額について、右派・保守系政党と左派・革新系政党との間に、

明示的な分布の特性があるわけではない。 

 

図 3：政党支持ごとの株式資産保有額（全調査のプール） 

 
注：本図は政党支持ごとの株式保有資産の平均を表したものである。各グレーの棒線内の数値が平均を表し、付随する I 型の棒線が 95 パーセント

の信頼区間を表す。赤い点線は平均であり、点線上に記した mean が全体の平均を意味する。質問は、「あなたの世帯が保有されている以下の資産

は、それぞれだいたいおいくらくらいでしょうか。[改行]①株式投資資産[改行]②その他の金融投資資産[改行]あなたの資産、配偶者の資産、その

他同居されている方の資産をすべて含めたもの を、以下の物差しをスライドさせながら、おおまかに指定してください。[改行]例えば、資産額が

1000 万円の人は「1000」を選択してください。いずれもが「1 億円以上」の人は、「10000」を選択してください。」である。物差しをスライドさせ

ながら回答してもらう形式であった。 
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図 4：政党支持ごとの株式資産保有額（調査ごと） 

 

注：本図は、調査ごとでの、政党支持ごとの株式保有資産の平均を表したものである。以下、図 3 の注を参照。 

 

表 4：政党支持ごとの株式資産保有額の記述統計 

政党名 n 平均 標準偏差 最小値 最大値 歪度 

日本保守党 䐺䐶 䐵,䐸䐺䐺.䐻䐻䐸䐶 䐶,䐼䐻䐼.䐻䐼䐶 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐶.䐷䐸䐸 

社会民主党 䐸䐺 䐽䐸䐼.䐸䐵䐷䐴 䐵,䐽䐹䐵.䐹䐺䐻 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐶.䐻䐴䐸 

自由民主党 䐷,䐴䐼䐶 䐻䐸䐺.䐹䐺䐽䐵 䐵,䐻䐶䐸.䐻䐻䐷 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐷.䐸䐸䐺 

日本共産党 䐷䐹䐸 䐻䐶䐷.䐹䐵䐺䐽 䐵,䐻䐵䐶.䐷䐷䐹 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐷.䐶䐵䐵 

日本維新の会 䐵,䐴䐹䐹 䐺䐶䐷.䐴䐻䐶䐴 䐵,䐸䐵䐼.䐼䐼䐸 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐷.䐼䐵䐴 

立憲民主党 䐵,䐵䐵䐺 䐺䐴䐺.䐼䐴䐶䐽 䐵,䐹䐼䐸.䐽䐽䐶 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐸.䐴䐴䐵 

国民民主党 䐵,䐴䐵䐽 䐹䐶䐽.䐻䐵䐻䐸 䐵,䐶䐻䐸.䐸䐼䐴 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐸.䐵䐺䐹 

公明党 䐷䐶䐸 䐸䐼䐴.䐴䐽䐼䐼 䐵,䐷䐵䐶.䐻䐼䐹 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐷.䐼䐸䐺 

参政党 䐵䐵䐹 䐸䐻䐵.䐺䐸䐷䐹 䐵,䐶䐴䐹.䐼䐸䐹 䐴 䐻,䐴䐽䐵 䐷.䐸䐷䐼 

支持政党なし 䐼,䐷䐹䐸 䐷䐸䐼.䐷䐼䐸䐶 䐵,䐵䐻䐴.䐼䐸䐷 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐹.䐹䐼䐺 

れいわ新選組 䐺䐴䐴 䐷䐸䐶.䐷䐸䐷䐷 䐵,䐵䐶䐺.䐼䐶䐸 䐴 䐵䐴,䐴䐴䐴 䐹.䐵䐷䐻 

注：保有資産額が 1 億円以上の場合は、「10000」と回答してもらうようにしたため、最大値はおおよそ 10000 で揃っている。 
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 さらに図 3 から、公明党支持者の株式資産保有額（約 480 万円）が、平均（約 489 万円）に近接してい

るが、公明党支持者を境として、右派・保守系が上位に、左派・革新系が下位に、という傾向が明らかでは

ない。図 1 の所得に関する結果では、平均付近の立憲民主党を境に、右派と左派の政党の位置取りが明確で

あったのに対して、株式保有額において、同様の傾向は認められない。 

むしろ、サンプルが限られる日本保守党の支持者の例を除くと、左派・革新系政党の支持者の株式資産の

保有額が多い結果は、意外性を帯びている。なかでも、図 4 の調査の一部では、共産党支持者の株式資産保

有額が最も多いケースが認められる3。所得の結果をもとに推測すると、株式資産においても、自民党支持

者をはじめとする右派・保守系政党の保有額が最も多いと想定できる一方で、実際の結果は必ずしもそうと

はなっていない。 

 

図 5：株式非保有者に関する政党支持ごとの割合 

 
注：本図は、株式資産の保有額がゼロであると回答した回答者に限って、その中で各政党支持・支持なしがどれだけの割合を占めるかを表した

ものである。全体に占める株式非保有者の割合は約 66.0 パーセントである。 

 
3 2010 年代に筆者が行っていた調査においても、日本共産党の支持者の株式資産の保有額は一貫して多かった。共産党が原義的に依拠する共産主義のもとでの富の分配、計画経

済志向からすると、自由主義体制のもとでの市場原理にもとづく株式資産の保有・その継続は矛盾をはらむようである。なぜ、日本において、共産党支持者の株式保有額が多いの

か、どのような企業の株を保有しているのかは、今後検証が必要な課題といえるであろう（「5．議論」も参照）。 
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 政党支持と株式資産の保有状況の間に明確な傾向は認められなかったが、無党派と株式資産の保有状況

の関係は注目を要する。図 5 は、株式資産の保有額が 0 円であると回答した株式資産非保有者の割合を政党

支持ごとに描画したものである。株式資産非保有者の割合は、全体のうち約 66.0 パーセントを占めている

が、そのうち各政党の支持者、無党派の割合が図 5 には示されている。図 5 から、株式非保有者の半数以

上、約 57.0 パーセントを無党派が占めている。次に自民党の約 16 パーセントが続くが、それ以降は各政党

が 5 パーセント以下で分布している。株式非保有者のうち、政党支持間での明確な傾向は認められない一方

で、無党派の占める割合が支配的となっている。金融資産の保有を望まず保有しない層は、無党派性と結び

つきやすいことを顕著に示す結果であった。 

株式保有資産の増減率 

次に、現在保有している株式が生み出している利益の状況に注目すると、単純な保有額をもとにした結果

とは、異なる傾向が明らかになる。図 6 は、保有している株価が 1 年前と比べて何倍になったかを尋ねた保

有株式資産の増減率を示したものであり、関連する記述統計は表 5 に示した。回答者には、「X 倍」という

値で、物差しのスライドを移動して、増減率を申告してもらった。例えば、1 年前の株式保有資産が 100 万

円から現在 120 万円になった場合に、回答者は 1.2 倍に物差しの目盛りを動かし、現在 80 万になっていれ

ば 0.8 倍とへと動かすことになる。 

 

表 5：政党支持ごとの株式資産保有額の増減率に関する記述統計 

政党名 n 平均 標準偏差 歪度 

自由民主党 䐵,䐵䐸䐼 䐵.䐴䐹䐽 䐴.䐹䐽䐷 䐴.䐷䐽䐺 

国民民主党 䐷䐺䐽 䐴.䐽䐽䐶 䐴.䐹䐽䐺 䐴.䐶䐴䐷 

日本維新の会 䐸䐵䐴 䐴.䐽䐽䐵 䐴.䐹䐸䐷 䐴.䐷䐺䐹 

日本共産党 䐵䐵䐶 䐴.䐽䐻䐽 䐴.䐺䐴䐶 䐴.䐶䐺䐺 

立憲民主党 䐷䐸䐺 䐴.䐽䐺䐵 䐴.䐹䐸䐻 䐴.䐴䐷䐵 

支持政党なし 䐵,䐽䐴䐵 䐴.䐽䐸䐵 䐴.䐺䐵䐶 䐴.䐷䐷䐹 

公明党 䐻䐻 䐴.䐽䐵䐽 䐴.䐺䐹䐺 䐴.䐻䐼䐷 

れいわ新選組 䐵䐸䐷 䐴.䐼䐹䐷 䐴.䐹䐼䐵 䐴.䐵䐷䐸 

日本保守党 䐷䐴 䐴.䐼䐸䐻 䐴.䐺䐶䐺 䐵.䐴䐴䐽 

参政党 䐷䐸 䐴.䐼䐸䐺 䐴.䐻䐵䐷 䐴.䐺䐶䐽 

注：最小値は 0 である。最大値は 3 で共通しているが、3 倍以上の場合は 3 を選んでもらうようにしたためである。回答者に、過去の値が 0 なら

ば 0 倍と選んでもらうように求めた。株式を保有していない場合の回答は欠損値の扱いとなる。 
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図 6：政党支持ごとの株式資産の増減率 

 
注：本図は、政党支持ごとの株式保有資産の増減率を示したものである。各グレーの棒線内の数値が平均を表し、付随する I 型の棒線が 95 パーセ

ントの信頼区間を表す。赤い点線は平均であり、点線上に記した mean が全体の平均を意味する。質問は、「あなたの世帯が保有されている以下の

資産は、それぞれだいたい 1 年前より増えたり、減ったりしていますか。[改行]①株式投資資産[改行]②その他の金融投資資産[改行]あなたの資産、

配偶者の資産、その他同居されている方の資産をすべて含めたものについて、以下の物差しをスライドさせながら、おおまかに指定してください。

[改行]回答に際しては、以下を参考にしてください。3 倍以上に増えた方は、3 を選択してください。1 年前が 0 の場合には、0 を選択してくださ

い。[改行]【例】1 年前：100 万円 → 今：120 万円 回答＝1.2 倍[改行]1 年前：100 万円 → 今：80 万円 回答＝0.8 倍」である。物差しをス

ライドさせながら回答してもらう形式であった。 

 

増減率を政党支持ごとに描画した図 6 から、自民党支持者の増加率が最も高い。また自民党支持者の資産

増加率のみが、1.0 倍を超えている。株式の保有額では、最上位とはなっていない自民党支持者であるが、

株式資産の増加の恩恵を最も受けた層であると推測できる。 

加えて、増減率が上位に位置する政党の特性も見てとれる。共産党支持者の平均が 0.979 倍でほぼ平均

（0.977）に位置するもとで、自民党、維新の会及び国民民主党の支持者の平均のみが、共産党支持者を上回

る結果となっており、右派・保守系の政党によって、株式保有資産の増加率の上位が占められている。 
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これらの結果から、所得に関する結果と類似して、株式保有資産の増加率が高い層と右派・保守系の政党

の支持者の結びつきが強く、増加率が高くないか減少率が高い場合に、左派・革新系への支持へと結びつき

やすいようである。また、ここまでもそうであったように、無党派の経済環境は決して恵まれたものではな

いことがわかる。無党派は所得においても、株式の保有額においても、平均よりも下位に位置してきたが、

保有資産の増減の観点からも、どちらかというと低位に位置している 

株式資産の含み益と含み損 

最後に、保有資産が含み益を持っているか、含み損を持っているかを尋ねる質問に対して、「含み益がある」、

「含み損がある」の割合の平均を政党支持ごとに示したのが図 7 であり、関連する記述統計は表 6 と表 7 に

示した4。表 6 と表 7 の記述統計の比較から、含み益があると回答する割合が、含み損があると回答する割

合よりも全般的に多い。2021 年から 2025 年までの間に日経平均株価は大幅に上昇しており、同期間以前か

ら株式を保有していた場合でも、同期間内に株式を購入した場合であっても、含み益を有する割合の方が、

含み損を有する割合よりも多かったことが示唆されている。 

 

表 6：政党支持ごとの含み益の記述統計 

政党名 n 平均 標準偏差 歪度 

日本保守党 䐷䐸 䐴.䐷䐶䐸 䐴.䐸䐻䐹 䐴.䐻䐶䐵 

自由民主党 䐶,䐷䐺䐺 䐴.䐷䐶䐴 䐴.䐸䐺䐻 䐴.䐻䐺䐽 

日本維新の会 䐼䐸䐵 䐴.䐷䐵䐻 䐴.䐸䐺䐺 䐴.䐻䐼䐷 

国民民主党 䐻䐶䐶 䐴.䐷䐴䐷 䐴.䐸䐺䐴 䐴.䐼䐹䐸 

立憲民主党 䐼䐺䐼 䐴.䐶䐹䐽 䐴.䐸䐷䐼 䐵.䐴䐽䐻 

日本共産党 䐶䐻䐶 䐴.䐶䐵䐻 䐴.䐸䐵䐷 䐵.䐷䐺䐺 

参政党 䐼䐴 䐴.䐶䐵䐶 䐴.䐸䐵䐶 䐵.䐷䐻䐽 

支持政党なし 䐺,䐷䐺䐺 䐴.䐵䐽䐸 䐴.䐷䐽䐹 䐵.䐹䐹䐴 

公明党 䐶䐸䐶 䐴.䐵䐼䐶 䐴.䐷䐼䐺 䐵.䐺䐸䐴 

れいわ新選組 䐸䐻䐻 䐴.䐵䐹䐽 䐴.䐷䐺䐺 䐵.䐼䐹䐺 

社会民主党 䐶䐽 䐴.䐵䐷䐼 䐴.䐷䐹䐵 䐵.䐽䐽䐶 

注：最小値は全て 0、最大値は全て 1 である。株式を保有していない場合の回答は欠損値の扱いとなる。 

 
  

 
4 日本保守党については、株式保有額の増減率が 0.8 倍であるのに対して、含み益があるという割合が最も多くなっている。矛盾するようであるが、増減率は 1 年前との比較、含

み益は株式購入時と現時点での株式の株価差により生じるものであることから、必ずしも矛盾する結果とはいえない。日本保守党支持者の場合、株式投資歴が⾧いといったことを

背景に、株式投資資産、全体の保有額でみると含み益が多いが、前年の評価額からは減少している株主が多いといった解釈もありえよう。 
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表 7：政党支持ごとの含み損の記述統計 

政党名 n 平均 標準偏差 歪度 

日本共産党 䐶䐻䐶 䐴.䐵䐺䐹 䐴.䐷䐻䐶 䐵.䐻䐽䐵 

日本維新の会 䐼䐸䐵 䐴.䐵䐹䐷 䐴.䐷䐺䐵 䐵.䐽䐶䐴 

自由民主党 䐶,䐷䐺䐺 䐴.䐵䐷䐹 䐴.䐷䐸䐶 䐶.䐵䐷䐻 

国民民主党 䐻䐶䐶 䐴.䐵䐷䐴 䐴.䐷䐷䐻 䐶.䐵䐽䐷 

公明党 䐶䐸䐶 䐴.䐵䐶䐴 䐴.䐷䐶䐹 䐶.䐷䐶䐻 

立憲民主党 䐼䐺䐼 䐴.䐵䐵䐸 䐴.䐷䐵䐼 䐶.䐸䐶䐸 

れいわ新選組 䐸䐻䐻 䐴.䐵䐵䐷 䐴.䐷䐵䐻 䐶.䐸䐷䐸 

参政党 䐼䐴 䐴.䐵䐴䐴 䐴.䐷䐴䐶 䐶.䐺䐵䐻 

支持政党なし 䐺,䐷䐺䐺 䐴.䐴䐼䐵 䐴.䐶䐻䐷 䐷.䐴䐻䐷 

社会民主党 䐶䐽 䐴.䐴䐺䐽 䐴.䐶䐹䐼 䐷.䐶䐶䐼 

日本保守党 䐷䐸 䐴.䐴䐹䐽 䐴.䐶䐷䐽 䐷.䐹䐼䐺 

注：最小値は全て 0、最大値は全て 1 である。株式を保有していない場合の回答は欠損値の扱いとなる。 

 

 

図 7：政党支持ごとの含み益／含み損の割合 

 
注：本図は、政党支持ごとに、「含み益がある」「含み損がある」と答えた人の割合を示したものである。付随する T 型の棒線が 95 パーセントの

信頼区間を表す。赤い点線は平均であり、点線上に記した mean が全体の平均を意味する。含み益・含み損に関する質問は「あなたが保有されてい

る金融資産はいま、含み益を有しておられますか、あるいは含み損を有しておられますか。[改行]以下の中から、当てはまるものを 1 つ選んでお答

えください。[改行]※注：含み益とは「 保有する資産が買った時よりも値上がりし、もし売却すれば利益が出る状態」、含み損とは「保有する資産

が買った時よりも値下がりし、もし売却すれば損失が出る状態」のことです。」に対して、回答選択肢は「含み益がある」「含み損がある」「変わら

ない」「投資用の金融資産を保有していない」「わからない」「答えない」である。例えば、「含み益がある」場合に 1、それ以外を 0 として（「わか

らない」「答えない」を欠損）、「含み益がある」という回答の平均値を求めた結果である。 
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そのような傾向のもとで、図 7・左側のパネル、含み益に関する結果からは、サンプルが限られる保守党

に続いて、自民党支持者による含み益を有するとの回答の割合が最も多い。続いて維新の会支持者、国民民

主党支持者、立憲民主党支持者となっている。国民民主党までが、その政党の支持者のうち 30%以上の回答

者に含み益があるとの結果である。ここから、含み益を多く有するという層に、右派・保守系の政党支持者

が多く位置することが明らかである。 

 これらの結果から、増減率の結果と類似して、株式資産の中に利益を含む層と右派・保守系政党との結

びつきが強いことが明らかになった。なかでも、自民党支持者のうち含み益を有するとした回答者の割合は

多い。単に金融資産を多く有することが自民党支持と結びつくだけではなく、金融資産によって継続的・持

続的な利益を得ることが同党支持の基盤となることが示唆される。 

 

５．議論 

本稿では、所得の側面、金融資産の側面から、政党支持者、及び無党派の経済的基礎について検討してき

た。所得の状況、金融資産の保有状況が、政党支持とどのように結びついているのかを知るために、記述的

に複数の調査データを検証した。以下で、5 点の主要な知見をまとめ、その含意を述べる。 

持続的な経済的利益と右派・保守政党への支持 

第一に、所得に関して、右派・保守系政党の支持者の額面年収が高く、左派・革新系政党のそれは低いこ

とが明らかになった。また政党支持がない層の所得も低位に位置していた。所得を継続的な経済的利益の獲

得過程であると捉えると、その過程で恵まれた環境を享受している層は右派・保守系政党を支持し、その中

核をなす自民党を支持する傾向にある。さらに所得の結果と呼応して、金融資産が生み出している利益、増

減や含み益・含み損は、政党支持の構造と結びつく。現時点で有している金融資産から得られる利益が多い

層は自民党支持者に多く、自民党支持以外でも、右派・保守系の政党を支持する傾向にあった。そして、金

融資産がもたらす利益が限られているか、ない場合には、左派・革新系の政党を支持したり、政党への支持

を失ったりしている場合が多い。 

ここから、日本の有権者の政党支持の経済的基礎に、持続的な利益の有無・多寡が作用しているようであ

る。高い所得が継続的に得られているか、金融資産が継続的に生み出す利益に恵まれているか否かによって、

政党支持の方向性が異なると考えられる。大まかには、高所得や金融資産がもたらす継続的な利益を得てい

る層は、自民党をはじめとする右派・保守系の政党を支持する。そうでない層は、政党を支持するならば左
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派・革新系の政党を選び、政党を支持しないという選択にも至りやすい。これまでの研究においても（また

我々の直観としても）、良い経済環境と自民党支持が結びつきやすいと考えられてきた。本稿の分析からは、

一歩踏み込んで、持続的にもたらされる経済的利益に対する有権者の反応こそが重要ではないか、という示

唆が得られた5。 

既述のように、「年収が高いことで右派・保守系政党を支持する」「金融資産が生み出す利益が多いことで

自民党を支持する」という原因と結果の関係を直ちに推論できるわけではない。保守系政党への支持と所得

が高まること双方に影響を与える第 3 の要因の存在も慎重な考慮を要する。ただ実態は、高所得と保守系政

党への支持の結びつきがかなりの程度確かであるとみていいだろう。 

政党支持の「幅」、経済的利益の「幅」 

第二に、第一点目から派生して、伝統的な日本の政党支持に関する「幅」の理論に対して、本稿における

経済的基礎の知見から含意を提示できる。政党支持の幅の説明によれば、日本の有権者の政党支持には一定

の範囲があり、その範囲内であれば離脱や新たな参入が生じ、範囲内での流動性を特徴としてきたと考えら

れている（三宅・木下・間場 1967; 三宅 1970）。 

所得や金融資産が生む利益の多寡と政党支持との間に関係があるとする本稿の知見に従うと、日本の有権

者の政党支持の幅には、持続的経済的利益の幅が通底している可能性がある6。特定の所得層の範囲、金融

資産が生み出す利益の範囲によって、有権者が支持できる政党の幅がある程度定まり、その範囲内にある政

党の間で支持の流動性が生じているのではないか。政策範囲、イデオロギー範囲といったように、「幅」を

規定する要因を、選挙研究は⾧年にわたり探ってきた。その規定要因のひとつとして、有権者の経済的利益

の幅を検討した方がよいことを、本稿の知見は示している。 

無党派の脆弱な経済的基礎 

第三に、無党派をめぐる経済的基礎は、所得の面でも、金融資産の面でも恵まれているとはいい難いもの

であった。無党派の所得と株式保有資産はいずれも低位に位置し、株式非保有者の半数以上を無党派が占め

ていたことは際立った結果であった。経済的苦境にある有権者が無党派に多いという知見は、恵まれない経

済的基礎をもつ層が野党に期待せず、政党を支持することに期待を見出させないでいることを示唆してい

る。日本では、経済状況に失望する層が、与党支持・投票から離れたとしても野党に活路を見出せず、支持

する政党を失い、どの政党に投票する意欲を失ってしまうことが指摘されている（大村 2025）。本稿の知見

 
5 この点に関して、本稿の調査・分析には限界があり、（i）個別株であれば、どのような銘柄のものを、（ii）どれだけ保有し、（iii）それによって得られている配当金や優待はいく

らかといった点までは調査しきれていない。金融資産が生み出す持続的な利益に注目するならば、こうした点を精査するデータが、今後不可欠となってくるであろう。 

6 この点に関しても、「所得が 500 万以上なら保守系の政党を支持し、それより下なら左派系の政党支持する」といったように、「ボーダー」を明確に定めたうえで、幅の範囲を直

ちに導けるわけではない。一方で、もし政党支持の幅と、有権者が享受する経済的利益の幅に一致性・連動性が認められるならば、有権者がどの政党支持の幅を移動するかを、所

得と（持続的な）経済的利益から予測可能ともいえる。これによって、所得をはじめとする客観的な経済データの推移をもとに、ある時点の選挙空間における政党支持の割合を予

測・推測できる可能性がある。 
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は、政党への支持を失っている層に、実際に経済的苦境が潜んでいることを示したものといえよう。 

但し、以上の分析から、経済的苦境が政党を支持する意欲を削ぐのか、経済的苦境にも無党派性にもとも

に作用する第 3 の要因があるのかまでは推論できない。しかし、所得をはじめ金融資産に恵まれない環境

は、無党派性の基礎にあって、政治的主体そのものに対する期待を阻んでいると考えられる。 

日本において党派的分極化が進むのであれば䏎 

第四に、所得と金融資産が生み出す利益の観点から、もし日本においても、アメリカのように政党支持に

沿った分断が生じ分極化が進行するならば、それが直ちに経済格差に伴う社会の分断へとつながりうる。日

本の場合、所得の分布と政党支持の分布に、明確な重なりが見てとれる。よって、アメリカをはじめとする

ほかの民主体制のように、単に党派的分極化や、それに伴う感情的分極化が進行するだけではなく、有権者

空間の党派的な分断は、経済格差にもとづく経済的な分断をも進行させる可能性がある。 

政治的分極化に経済格差がレイヤーとして重なる日本では、与党支持者と野党支持者、与党支持者と無党

派という分断の先に、「富める与党支持者」と「そうではない野党支持者・無党派層」という分断が生じ、

経済環境をめぐっての不満の構造が複雑化するおそれがある。よって、日本において、党派的分極化の強弱、

進展を問うことは、単に政治的分極化を分析する意義にとどまらない。経済的分断の萌芽に党派的分断があ

るとみなし、その進行を注視する必要があろう。 

個別の政党への支持と経済的基礎 

最後に、個別の政党支持の経済的基礎のうち、興味深いものについて検討を加えておきたい。まず、日本

保守党と参政党支持者に関する結果は検討を要するものであった。約 5 万近くの全サンプルのうち、日本保

守党の支持者は約 60 程度、参政党支持者は約 100 程度と小さい規模にすぎない。他方で、両党の支持者は、

所得、株式資産の保有額、金融資産が生み出す利益の観点全てにおいて、最も恵まれた層のひとつであった。

いずれの政党も、イデオロギー・価値観の面でかなりの程度保守的な政策を示しているのに比して、経済政

策への言及は相対的に抑えられたものになっている。日本において、最も右派・保守系に位置する政党の支

持者が、経済的に最も恵まれた環境にありながら、経済政策ではなくイデオロギー・価値観を重視する政党

を支持していることは、何を意味するだろうか。 

この点に関して、日本保守党・参政党の支持者は恵まれた経済環境にあることで、イデオロギー・価値観

面に集中した政策志向の政党を、ある種の「余裕」のもとに支持しているように思える。経済的な不利益の

回復を求める政策を求める必要がなく、イデオロギーや価値観の面に政策争点を絞った政党との間にマッ

チングが成立するとの見方である。他国においても、経済保守がイデオロギー・価値観の面で密接に結びつ

くことは、よく知られている。日本保守党や参政党の支持者が、他国の経済保守と類似する傾向をもつのか、
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あるいは、より先鋭化された傾向をもつのかは、今後精査が必要だろう7。イデオロギー・価値観の面で右

派を標榜し、多元的な価値観をあまり好ましく思わない層が、恵まれた経済的基礎を維持していく可能性は

高い。また恵まれた経済的基礎に、ある種の非寛容を促す効果があるならば、右派ポピュリズムと経済的基

礎の結びつき間のポジティブ・フィードバックは、今後も強化されていくかもしれない。それを注視するた

めのケースとして、参政党支持者、日本保守党支持者をはじめとする右派・保守寄りの政党の継続的な観察

は不可欠といえる。 

次に、左派系政党支持者の株式資産の保有額が多いにもかかわらず、その増減率が低いという点も検討を

要する。共産党支持者、社民党支持者の中には、高い金融資産に恵まれている層が存在する。筆者が実施し

た過去の調査においても、これらの支持者の中で少ないながらも、多額の金融資産を有する層の存在を確認

してきた。富の分配・再分配を重視する政党の支持者でありながら、資産家でもあった層は、どのように党

派性・イデオロギー上の性向と経済行動を両立させてきたのだろうか。 

興味深いことに、株式資産の保有額は多いにもかかわらず、それらの政党の支持者は株式の保有額が減少

し、含み損があると回答する（自己申告する）割合が多い。金融資産が含む損失が事実ならば、共産党・社

民党支持者が有してきた資産の内実を考慮する必要がある。これまで、経済状況と政党支持に関する研究に

おいて、国内外ともに、各有権者が保有する個別銘柄への注目は限られてきた。しかし、「党派的投資家

（Partisan investors）」がもつ個別銘柄・個別商品の性質に注目することで、党派性・政党支持が投資行動の

細部にどのように浸透しているのかを詳細に検討していくことができる。党派的な投資家の細部を探る調

査によって、左派・革新系政党の支持者がどのような銘柄の株価をいつから保有し、そのために保有株式の

増加率が限られるのか、含み損が生じているのか、それがたとえ金融資産を有していても、右派・保守への

転向に至らない主因なのかといった点を推論できる。とりわけ、「党派的投資行動（Partisan investment 

behavior）」「党派的経済行動（Partisan economic behavior）」への関心が政治経済学領域で高まっている現在

（Wintoki & Xi 2020; Meeuwis et al. 2022）、日本における「極」に位置する政党の支持者とその経済的基礎を

なす、投資をめぐる選好との関係は、今後貴重な事例を提供していくことになろう。 

 

 

 

 

 

 
7 個人や個人の属する集団の経済的利益のみが達成されることが望ましいと考える、どちらかというと利己性の高い性向に注目する必要があろう。こうした性向が、充実した経済

環境を促す、強い右派・保守系の政策を掲げる政党を支持する姿勢を強化する、それら双方に共通する交絡として働いている可能性がある。こうしたメカニズムを探るためには、各

有権者（回答者）がもつ利己性・利他性、経済環境、政党支持の関係を精査していく必要がある。 
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